
内容

　公会計化や働き方改革の推進に向け、全国の市区町村教育委員会を対象に学校徴収金業務の実
態を調査しました。（回答数：1,007件）
　また、「スポーツ振興センター掛金」以外の費目を集金している41教育委員会を対象に、成果
や課題等の実態把握のため追加調査を実施しました。（回答数：24件）

令和７年11月期調査
調査１＋追加調査 学校徴収金（教材費等）に関する調査

「学校以外が担う業務」へ
事務職員だからできること

　教材費等に関する集金業務を担当していた市
区町村教育委員会は、わずか14件（1.4％）にと
どまりました。（表１）

　学校徴収金の事務取扱規程等の整備率は、共
同学校事務室等の組織を設置している自治体の
方が、未設置の自治体より高い結果となりまし
た。（表２）

調査結果（抜粋）

　全事研では、全国の学校事務の実態把握のため、定期調査（５月期報告・11月期調査）を実施
しています。さらに、今年度は臨時調査として、「学校と教師の業務の３分類」に関する調査も
実施しました。調査を通して現場の実態を可視化し、教育政策に関する課題の発見とエビデンス
提供を担うセンター機能の構築を進めています。

全国調査から見える
事務職員を取り巻く環境の実態

集金業務を行っている教育委員会の声（抜粋）

集金などの業務を教育委員会で処理する仕組みに移行し得られた効果 国や管轄する都道府県に講じてほしい措置や支援（複数選択可）

（表２）事務取扱規程の有無と共同学校事務室等との関係

（表１）学校徴収金（教材費等）の主な集金担当者

■学校徴収金の公会計化の全国的な展開がさらに進むよう、
　体制の確立等に尽力します
■公会計化後も、適正な執行が図られるよう校内における
　財務マネジメントの中核を担います



臨時調査「学校と教師の業務の３分類 」に基づく適切な業務分担に関する調査

調査結果（抜粋）

調査結果の詳細は全事研Webで公開中！！
　令和７年11月期調査では、調査１の他に「調査２　学校での教材備品の整備に関する調
査」と「調査３　学校改善に関する調査」も行っています。
　調査結果報告書は、全事研Web「公開データ」に掲載しており、どなたでも閲覧いただ
けます。是非御覧ください。
　調査に関するお問い合わせは、全事研Webのお問い合わせフォームからお願いします。

ウェルビーイングを実現する学校づくり

・学校評価、生徒指導、進路に関する調査など、
児童生徒の理解に直結する業務

・ICT機器の児童生徒向け利用ルールの策定

・教科書、ICT機器、就学援助費に関する調査など、
制度上の手続きが主となる業務

・ICT機器、ネットワーク設備の日常的な保守・管理
全般

内容 　教員が負担と感じている業務や工程を明らかにし、教職員間の適切な業務分担や教員の多忙化
解消に資する具体的な方策を検討するため教員を対象に調査しました。（回答数：945件）

　次の５つの業務について、「負担感」の有無と「担い手の適性（教員が担うべき業務か、教員以外が担うべき
業務か）」の観点から整理しました。

「学校と教師の業務の３分類」に基づく適切な業務分担に関する項目（全体）より一部抜粋
（回答値で最も高かった項目は赤、最も低かった項目は青で表示）

【教員が担うことが望ましい業務（抜粋）】
　【教員以外が担うことで効率化が
　　　　　　　　　見込まれる業務（抜粋）】

■調査・統計業務は、校務運営を横断的に把握し数値管理を担う
　事務職員の業務と親和性が高く、事務職員が主体的に担うこと
　で、校務運営により効果的に生かすことができます
■ICT・広報等、教員以外が担うべき業務の専門性を高めます
■適正な業務分担を実現する校内マネジメントを推進します

　業務の可視化
　　　　から実行へ

　調査活動などで得られたエビデンスに基づき持続可能な学校運営体制の構築に向け、文
部科学省をはじめとする関係機関と連携し、子どもたちの豊かな育ちを支援します。

【教師以外が積極的に参画すべき業務】
　① 調査・統計等への回答
　② 学校の広報資料・ウェブサイトの作成・管理
　③ ICT機器・ネットワーク設備の日常的な保守・管理

【教師の業務だが負担軽減を促進すべき業務】
　④学校の行事の準備・運営
　⑤進路指導の準備


